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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の基地局の制御チャネルを受信し通信品質の高い基地局を無線通信対象として検出
する基地局サーチを全周囲に対して行い、検出された基地局と無線通信を開始する通信開
始ステップと、
　移動局を位置登録済みの基地局群以外の基地局が前記通信開始ステップにおいて検出さ
れた場合、全周囲に対して再び基地局サーチを行い、該基地局サーチで検出された基地局
が属する基地局群に通信開始ステップで検出された基地局が含まれている場合、位置登録
を遂行し、含まれていない場合、前記通信開始ステップから再実行する位置登録ステップ
と、
を含むことを特徴とする位置登録方法。
【請求項２】
　前記基地局群は、位置登録単位となる通信領域を確保するための１または複数の基地局
であり、該基地局群の識別子は所定数の桁の値が等しいことを特徴とする請求項１に記載
の位置登録方法。
【請求項３】
　複数の基地局の制御チャネルを受信し通信品質の高い基地局を無線通信対象として検出
する基地局サーチを全周囲に対して行い、検出された基地局と無線通信を開始する通信開
始部と、
　自体を位置登録済みの基地局群以外の基地局が前記通信開始部によって検出された場合
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、全周囲に対して再び基地局サーチを行い、該基地局サーチで検出された基地局が属する
基地局群に通信開始部によって検出された基地局が含まれている場合、位置登録を遂行し
、含まれていない場合、前記通信開始部を再度動作させる位置登録部と、
を備えることを特徴とする移動局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信システムに対して自体の位置を登録する位置登録方法および移動局
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＰＨＳ(Personal Handy phone System)や携帯電話等の移動局を用いる無線通信システ
ムでは、移動局への着呼を受けるため周囲の基地局への位置登録が必要となる。移動局は
通信品質が最も良い基地局と無線通信を確立し、その基地局に対して位置登録を行う。無
線通信システムにおける中継サーバはかかる位置登録に基づいて移動局の位置を特定し、
位置登録された基地局または基地局群に対して移動局の一斉呼び出しを行う。
【０００３】
　位置登録完了後、位置登録された基地局より通信品質の高い基地局が通信範囲に入って
くると、移動局は通信品質の高い新たな基地局に通信対象を切り換え、その基地局で再度
位置登録を遂行する。しかし、通信環境によっては複数の基地局における通信品質の優劣
が時々刻々と変化し、位置登録を頻繁に繰り返してしまい無駄な電力を費やすこととなる
。
【０００４】
　このような煩雑な位置登録を回避するため、基地局の密度を解析し、その基地局の密度
に応じて所定時間内の移動局の位置登録回数を制御し、基地局が疎らにしか存在しないと
ころでは位置登録回数を減らして無駄な電力の消費を節減する技術が知られている（例え
ば、特許文献１）。また、位置登録要求を所定回数に制限する技術も公開されている（例
えば、特許文献２）。
【０００５】
　このような位置登録回数の制限に限らず、例えば電波強度（ＲＳＳＩ：Received Signa
l Strength Indicator）を用いて煩雑な位置登録を回避することもできる。移動局は、電
波強度が所定値を下回ると新たな基地局を探し始め、現行通信している基地局より電波強
度が強い基地局が見つかると切り換える。また、電波強度が所定値を下回らなくとも新た
に最適な基地局を見つけ、その基地局に対して位置登録を行う技術も開示されている（例
えば、特許文献３）。
【０００６】
　さらに、移行先基地局の電波強度に、ある程度のオフセットを課す方法も採用されてい
る。ここで、移動局は、自体が無線通信を確立している基地局の電波強度にさらに例えば
１２ｄＢのオフセットを加え、それ以上の電波強度を有す基地局のみが新たな位置登録先
となる。移動局が停止している場合、電波強度として１２ｄＢの差が生じることは希なの
で、新たな位置登録が生じることはほとんどない。
【特許文献１】特開平７－２１２８２７号公報
【特許文献２】特開平９－１８９３４号公報
【特許文献３】特開平１０－９４０３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、通信エラーが頻発するような弱電界において、単に上記の技術を適用すると、
何らかの理由で位置登録完了済みの基地局の電波を受信できなかった場合、移動局は基地
局を広範囲にサーチして、位置登録ができない距離にある基地局と通信を開始してしまう
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おそれがある。この動作を図１０～１３を用いて説明する。
【０００８】
　図１０のフローチャートにおいて割込が発生すると、まず、現在の状態が起動時または
基地局を消失した状態かどうかが判定され（Ｓ１０）、どちらかの状態であると判定され
た場合、全周囲（周囲の全範囲）に対して基地局サーチが行われる（Ｓ１２）。かかる基
地局サーチでは複数の基地局の通信品質が測定されその複数の基地局に優先順位を設ける
。
【０００９】
　そして、サーチした複数の基地局のうち通信品質の高い基地局から通信開始要求（Ｓ１
４）を行う。ここで通信開始要求が正常に完了しなかった場合（Ｓ１６）、サーチした全
ての基地局に関して通信開始要求が為されたかどうか判定され（Ｓ１８）、全基地局で通
信開始要求が行われていれば通信開始処理が失敗したとして最初から処理をやり直す。全
基地局が終了していなければ、通信品質が次に高い基地局が選択され（Ｓ２０）、通信開
始要求（Ｓ１４）からを繰り返す。
【００１０】
　また、現在の状態が起動時または基地局を消失した状態でない場合、現行の基地局の電
波強度が所定値より低下したかどうか判断され（Ｓ２２）、低下していれば、全周囲に対
して基地局サーチが行われる（Ｓ２４）。そこで現行の基地局より通信品質がオフセット
分高い、例えば電波強度が１２ｄＢ高い基地局が存在するかどうか判定され（Ｓ２６）、
存在していればその基地局に対して通信開始要求が行われる（Ｓ２８）。ここで通信開始
要求が正常に完了すると（Ｓ３０）、通信対象としての基地局が通信開始要求を行った新
たな基地局に変更される（Ｓ３２）。このようにして、移動局と基地局とは少なくとも通
信同期をとることができる。
【００１１】
　上述した通信開始処理において、既に位置登録された基地局群以外の基地局が通信対象
として検出された場合（Ｓ３４）、位置登録処理が遂行される。かかる状況は、移動局の
移動時や電源起動時（電源切断時に位置登録された基地局群と相異する場合）に生じうる
。ここで、基地局群は、位置登録単位となる通信領域を確保するための１または複数の基
地局を言い、かかる１または複数の基地局は位置を特定する上でそれぞれ同等の機能を奏
する。
【００１２】
　位置登録処理では、通信開始処理で通信対象となった基地局が属する基地局群に対して
のみ基地局サーチが行われ（Ｓ３６）、サーチされた複数の基地局のうち通信品質の高い
基地局から位置登録要求が実行される（Ｓ３８）。ここで位置登録要求が正常に完了しな
かった場合（Ｓ４０）、サーチされた全ての基地局に関して位置登録要求が為されたかど
うか判定され（Ｓ４２）、全基地局で位置登録要求が行われていれば位置登録処理が失敗
したとして最初から処理をやり直す。全基地局が終了していなければ、次に通信品質が高
い基地局を選択して（Ｓ４４）、数十秒のタイマカウントを経て位置登録要求（Ｓ３８）
からを繰り返す。
【００１３】
　図１０のフローチャートに示したような位置登録処理を図１１の通信環境下に適用して
本発明の課題を説明する。図１１では、移動局５０が弱電界の下、通信領域５２と通信領
域５４との両領域に跨っている。また各通信領域５２、５４内においては、通信網５６に
接続された基地局６０ａ、６０ｂ、６０ｃの群および６２ａ、６２ｂの群がそれぞれ基地
局群を形成している。通信領域５２、５４内の通信を補う当該基地局群が無線通信システ
ムにおける位置登録単位となる。
【００１４】
　図１１の状態において、移動局５０は、通信距離が近い基地局６０ａと通信を確立して
いるので、位置登録も通信領域５２の基地局群に対して実行されている。このとき、移動
局５０は基地局６２ａの電波も弱電波ながら受信しているが、現行の基地局６０ａとの電
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波強度の差が１２ｄＢに至らないので通信対象が基地局６２ａに移行することはない。
【００１５】
　ところが、弱電界ゆえの通信環境の不安定さから、基地局６０ａとの通信が複数回連続
してエラーになると、図１２のように移動局５０は基地局６０ａを消失したとして新たな
基地局をサーチする。そうするとオフセット１２ｄＢに関係なくその時点で通信品質が一
番良い基地局が検出される。このときたまたま基地局６２ａの電波を受信してしまうと、
移動局５０は基地局６２ａと通信を開始する。
【００１６】
　ここで、通信を開始した基地局６２ａが位置登録済みの基地局群６０ａ、６０ｂ、６０
ｃと相異するので、移動局５０は、図１３に示すように、基地局６２ａが含まれる通信領
域５４の基地局群（基地局６２ａ、６２ｂ）に対してのみ（他の基地局６０ａ、６０ｂ、
６０ｃをマスクして）位置登録要求を行う。これは、基地局サーチによって通信を開始し
た基地局を含む基地局群が位置登録として最適であると考えられるからである。しかし、
基地局６２ａ、６２ｂのいずれもが移動局５０と通信距離が離れていた場合、移動局５０
は基地局６２ａ、６２ｂとの通信を確立することができない。従って、最終的には位置登
録に失敗することとなる。
【００１７】
　この状況下においては、本来通信すべき基地局６０ａは通信対象から外されており、た
とえ基地局６０ａの電波強度が正常に戻って基地局６２ａより上回ったとしても、その差
が１２ｄＢを超えなければ通信対象となることはない。
【００１８】
　このように移動局５０が移動していなくても周囲の電波環境によって通信対象となる基
地局が変化する場合もあり、また、新たに検出された基地局が本来検出されるべきではな
い基地局であれば、移動局５０が位置登録要求を繰り返して着呼ができなくなるといった
状況が起こる。ここで、通信対象となる基地局を位置登録済みの基地局に固定することも
可能ではあるが、移動局５０が実際に移動した場合に対応できなくなる。
【００１９】
　このような状況に陥ることで、位置登録できない基地局に頻繁に位置登録を試みてしま
い移動局５０は電力を無駄に消費してしまうこととなる。また、この位置登録処理の間は
リンクチャネルを確立することができず着呼も不能となり、着呼率の低下を招くこととな
っていた。
【００２０】
　本発明は、このような課題に鑑み、位置登録できない基地局への無駄な位置登録要求を
削減し、電力の無駄な消費を抑制すると共に着呼率の向上を図ることが可能な位置登録方
法および移動局を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　上記課題を解決するために、本発明にかかる位置登録方法の代表的な構成は、複数の基
地局の制御チャネルを受信し通信品質の高い基地局を無線通信対象として検出する基地局
サーチを全周囲に対して行い、検出された基地局と無線通信を開始する通信開始ステップ
と、移動局を位置登録済みの基地局群以外の基地局が通信開始ステップにおいて検出され
た場合、全周囲に対して再び基地局サーチを行い、基地局サーチで検出された基地局が属
する基地局群に通信開始ステップで検出された基地局が含まれている場合、位置登録を遂
行し、含まれていない場合、通信開始ステップから再実行する位置登録ステップと、を含
むことを特徴とする。
【００２２】
　位置登録ステップにおいて、通信対象となった基地局が属する基地局群のみならず全周
囲に対して再度の基地局サーチを行うので、通信開始処理においてたまたま電波を受信で
きなかった基地局の電波も受信できる可能性が高くなる。従って、本来位置登録すべき基
地局群に対して位置登録することが可能となる。このように位置登録できない基地局群へ
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の無駄な位置登録要求を削減することで電力の無駄な消費を抑制し、着呼を妨げる処理が
無くなることで弱電界においても着呼率の向上を図ることが可能となる。
【００２３】
　また、基地局群は、位置登録単位となる通信領域を確保するための１または複数の基地
局であり、基地局群の識別子は所定数の桁の値が等しくてもよい。かかる構成により移動
局は同一の基地局群に属する基地局を迅速に判断することが可能となる。従って、特定の
基地局群内の各基地局に対して位置登録を行う場合であっても識別子のみによって対象と
なる基地局を特定することができる。
【００２４】
　本発明にかかる、移動局の代表的な構成は、複数の基地局の制御チャネルを受信し通信
品質の高い基地局を無線通信対象として検出する基地局サーチを全周囲に対して行い、検
出された基地局と無線通信を開始する通信開始部と、自体を位置登録済みの基地局群以外
の基地局が通信開始部によって検出された場合、全周囲に対して再び基地局サーチを行い
、基地局サーチで検出された基地局が属する基地局群に通信開始部によって検出された基
地局が含まれている場合、位置登録を遂行し、含まれていない場合、通信開始部を再度動
作させる位置登録部と、を備えることを特徴とする。
【００２５】
　上記位置登録方法における技術的思想に対応する構成要素やその説明は、当該移動局に
も適用可能である。
【発明の効果】
【００２６】
　以上説明したように本発明の位置登録方法では、位置登録できない基地局への無駄な位
置登録要求を削減し、電力の無駄な消費を抑制すると共に着呼率の向上を図ることが可能
となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。か
かる実施形態に示す寸法、材料、その他具体的な数値などは、発明の理解を容易とするた
めの例示にすぎず、特に断る場合を除き、本発明を限定するものではない。なお、本明細
書及び図面において、実質的に同一の機能、構成を有する要素については、同一の符号を
付することにより重複説明を省略し、また本発明に直接関係のない要素は図示を省略する
。
【００２８】
（無線通信システム１００）
　移動局は、自体への着呼を受けるため、無線通信システムにおける周囲の基地局に対し
て、自体の位置を登録する。本実施形態では、このような無線通信システムにおいて、無
駄な位置登録要求を排除し、消費電力の低減や着呼率の向上を目的としている。ここでは
、理解を容易にするため、無線通信システム１００の構成を用いて位置登録動作を説明し
、その後で移動局の具体的な構成を詳述する。
【００２９】
　図１は、無線通信システム１００の概略的な構成を示したブロック図である。かかる無
線通信システム１００は、移動局としてのＰＨＳ端末１１０（１１０ａ、１１０ｂ）と、
基地局１２０（１２０ａ、１２０ｂ、１２０ｃ）と、ＩＳＤＮ(Integrated Services Dig
ital Network)回線やインターネット、専用回線等の通信網１３０と、中継サーバ１４０
とを含んで構成される。ここでは、移動局としてＰＨＳ端末１１０を挙げているが、かか
る場合に限らず、携帯電話、ノート型パーソナルコンピュータ、ＰＤＡ（Personal Digit
al Assistant）、デジタルカメラ、音楽プレイヤー、カーナビゲーション、ポータブルテ
レビ、ゲーム機器、ＤＶＤプレイヤー、リモートコントローラ等位置登録可能な様々な電
子機器を移動局として用いることもできる。
【００３０】
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　上記無線通信システム１００において、ＰＨＳ端末１１０ａ、１１０ｂはそれぞれ通信
可能な基地局１２０ａ、１２０ｂに対して位置登録を行っている。
【００３１】
　ユーザがＰＨＳ端末１１０ａから他のＰＨＳ端末１１０ｂへ通話回線接続を試みた場合
、ユーザのＰＨＳ端末１１０ａの操作に応じて、無線通信可能領域にある基地局１２０ａ
との無線通信が確立される。基地局１２０は、図１中（１）に示すように、通信網１３０
を介して中継サーバ１４０にＰＨＳ端末１１０ｂとの通信接続を要求する。
【００３２】
　そして、中継サーバ１４０は、登録された位置情報に基づいてＰＨＳ端末１１０ｂの通
信領域１５０ｂにある基地局１２０ｂを特定する。そして、図１中（２）に示すように、
基地局１２０ｂを含む位置登録された通信領域１５０ｂに対して一斉呼び出しをかける。
その後、中継サーバ１４０は、基地局１２０ｂに対してＰＨＳ端末１１０ｂとの音声通話
を設定する。基地局１２０ｂにおける音声通話の設定が完了すると、中継サーバ１４０は
、その音声通話処理を基地局間に渡し、図１中（３）に示すように、ユーザ側および通信
相手側の基地局１２０ａ、１２０ｂ同士が主体となって音声信号の送受信を直接行う。こ
うしてＰＨＳ端末１１０ａ、１１０ｂ同士の通話が確立する。
【００３３】
　また、当該無線通信システム１００において、図１に白抜き矢印で示したように、ＰＨ
Ｓ端末１１０ｂが移動すると、それに伴い通信領域も変更される。このときＰＨＳ端末１
１０ｂは新たな通信領域１５０ｃの基地局１２０ｃに位置登録を行わなければならない。
従って、ＰＨＳ端末１１０ｂは、周囲にある基地局の電波強度をサーチし新たな位置登録
を遂行すべきかどうか判断しなければならない。
【００３４】
　例えば、ＰＨＳ端末１１０ｂが基地局サーチを実行したとき、基地局１２０ｂより基地
局１２０ｃの方が電波強度が高く、かつ、その差が１２ｄＢ以上であると、ＰＨＳ端末１
１０ｂは、通信対象を基地局１２０ｂから基地局１２０ｃに変更し、基地局１２０ｃに対
して位置登録を行う。しかし、弱電界の下では、通信対象として検出された基地局が必ず
しも位置登録すべき基地局であるとは限らず、たまたま電波を受信できた基地局に対して
位置登録を行うと、位置登録の処理に長時間を費やし、あげく失敗するといった現象が生
じる。本実施形態では、このような現象が起きるのを回避している。
【００３５】
（ＰＨＳ端末１１０）
　図２は、ＰＨＳ端末１１０のハードウェア構成を示した機能ブロック図であり、図３は
、ＰＨＳ端末１１０の外観を示した斜視図である。ＰＨＳ端末１１０は、端末制御部２１
０と、端末メモリ２１２と、表示部２１４と、操作部２１６と、音声入力部２１８と、音
声出力部２２０と、無線通信部２２２とを含んで構成される。
【００３６】
　上記端末制御部２１０は、中央処理装置（ＣＰＵ）を含む半導体集積回路によりＰＨＳ
端末１１０全体を管理および制御する。端末制御部２１０は、端末メモリ２１２のプログ
ラムを用いて、通話機能、メール送受信機能、撮像機能、音楽再生機能、ＴＶ視聴機能も
遂行する。
【００３７】
　上記端末メモリ２１２は、ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＥＥＰＲＯＭ、不揮発性ＲＡＭ、フラッシ
ュメモリ、ＨＤＤ（Hard Disk Drive）等で構成され、端末制御部２１０で処理されるプ
ログラムや音声データ等を記憶する。
【００３８】
　上記表示部２１４は、液晶ディスプレイ、ＥＬ(Electro Luminescence)、ＰＤＰ(Plasm
a Display Panel)等で構成され、端末メモリ２１２に記憶された、または通信網１３０を
介してアプリケーション中継サーバ（図示せず）から提供される、Ｗｅｂブラウザやアプ
リケーションのＧＵＩ（Graphical User Interface）を表示することができる。
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【００３９】
　上記操作部２１６は、キーボード、十字キー、ジョイスティック等のスイッチから構成
され、ユーザの操作入力を受け付ける。
【００４０】
　上記音声入力部２１８は、マイク等の音声認識手段で構成され、通話時に入力されたユ
ーザの音声をＰＨＳ端末１１０内で処理可能な電気信号に変換する。
【００４１】
　上記音声出力部２２０は、スピーカで構成され、ＰＨＳ端末１１０で受信した通話相手
の音声信号を音声に変えて出力する。また、着信音や、操作部２１６の操作音、アラーム
音等も出力できる。
【００４２】
　上記無線通信部２２２は、通信網１３０における基地局１２０との無線通信を行う。か
かる無線通信としては、基地局１２０内でフレームを時分割した複数のタイムスロットを
それぞれＰＨＳ端末１１０のチャネルに割り当てて通信を行う時分割多重方式等が採用さ
れている。
【００４３】
　また、本実施形態において端末制御部２１０は、通信開始部２３０、位置登録部２３２
としても機能する。
【００４４】
　上記通信開始部２３０は、複数の基地局１２０の制御チャネル（ＣＣＨ）を受信し、通
信品質の高い、例えば、電波強度の高い、またはエラーレートの低い基地局を無線通信対
象として検出する基地局サーチを、全周囲に対して行い、そこで検出された基地局１２０
と無線通信を開始する。ここで、基地局サーチは、複数の基地局から通信すべき基地局を
検出する処理であり、各基地局の制御チャネルからその基地局を特定する識別子を取得し
、そのときの受信電波の電波強度に応じて基地局に優先順位を付ける。
【００４５】
　上記位置登録部２３２は、既に自体を位置登録済みの基地局群以外の基地局１２０が通
信開始部２３０によって検出された場合、全周囲に対して再び基地局サーチを行う。そし
て、この基地局サーチで検出された基地局が属する基地局群に通信開始部２３０によって
検出された基地局１２０が含まれている場合、位置登録を遂行し、含まれていない場合、
通信開始部２３０を再度動作させる。
【００４６】
　かかる位置登録部２３２によって、通信対象となった基地局１２０が属する基地局群の
みならず全周囲に対して再度の基地局サーチを行うので、通信開始部２３０によってはた
またま電波を受信できなかった基地局１２０の電波も受信できる可能性が高くなる。従っ
て、本来位置登録すべき基地局群に対して位置登録することが可能となる。このように位
置登録できない基地局群への無駄な位置登録要求を削減することで電力の無駄な消費を抑
制し、着呼を妨げる処理が無くなることで弱電界においても着呼率の向上を図ることが可
能となる。
【００４７】
　また、基地局群の識別子は所定数の桁の値が等しくてもよい。所定数の桁は上位から所
定数であってもよいし、下位から所定数であってもよく、部分的に分散した所定数であっ
てもよい。かかる構成によりＰＨＳ端末１１０は同一の基地局群に属する基地局１２０を
迅速に判断することが可能となる。従って、特定の基地局群内の各基地局１２０に対して
位置登録を行う場合であっても識別子のみによって対象となる基地局１２０を特定するこ
とができる。
【００４８】
　また、電源起動時や通信圏外から通信圏内に移動したとき等、新たな基地局１２０の識
別子を取得した場合に、前回（電源切断時または通信圏外移動時）、最終的に位置登録し
た基地局群に属する基地局であるかどうかを容易に判断できるので、位置登録処理を迅速



(8) JP 5058779 B2 2012.10.24

10

20

30

40

50

に開始することが可能となる。
【００４９】
　以上説明した、移動局としてのＰＨＳ端末１１０によって、位置登録できない基地局へ
の無駄な要求を削減し、電力の無駄な消費を抑制すると共に着呼率の向上を図ることが可
能となる。以下に本実施形態による位置登録方法の処理の流れを参照して本実施形態の具
体的な処理動作を説明する。
【００５０】
（位置登録方法）
　図４は、位置登録方法の処理の流れを示したフローチャートである。ＰＨＳ端末１１０
は、通信開始処理において、基地局サーチを実行し、複数の基地局１２０の制御チャネル
を受信し、通信品質の高い基地局を無線通信対象として検出してその検出された基地局１
２０と無線通信を開始する。かかる通信開始処理に関しては、図１０のフローチャートの
各処理と実質的に構成が等しいのでここではその説明を省略する。
【００５１】
　ＰＨＳ端末１１０は、既に位置登録されている基地局群以外の基地局１２０が、上記の
通信開始処理において通信対象として検出された場合（Ｓ３００）、その検出された基地
局が属する基地局群のみならず、全周囲に対して基地局サーチを行う（Ｓ３０２）。
【００５２】
　かかる基地局サーチで検出された基地局が属する基地局群に、上述の通信開始処理で検
出された基地局１２０が含まれる場合（Ｓ３０４）に位置登録処理が遂行される。位置登
録処理では、通信開始処理で通信対象となった基地局１２０が属する基地局群に対しての
み基地局サーチが行われ（Ｓ３０６）、サーチされた複数の基地局のうち通信品質の高い
基地局から位置登録要求が実行される（Ｓ３０８）。ここで位置登録要求が正常に完了し
なかった場合（Ｓ３１０）、サーチされた全ての基地局に関して位置登録要求が為された
かどうか判定され（Ｓ３１２）、全基地局で位置登録要求が行われていれば位置登録処理
が失敗したとして最初から処理をやり直す。全基地局が終了していなければ、次に通信品
質が高い基地局を選択して（Ｓ３１４）、数十秒のタイマカウントを経て位置登録要求（
Ｓ３０８）からを繰り返す。
【００５３】
　基地局サーチで検出された基地局が属する基地局群に、上述の通信開始処理で検出され
た基地局１２０が含まれない場合（Ｓ３０４）、位置登録が失敗したとして、最初から処
理をやり直す。
【００５４】
　図５～図８は、上述した位置登録処理を説明するための説明図である。図５では、ＰＨ
Ｓ端末１１０が弱電界の下、通信領域３５２と通信領域３５４との両領域に跨っている。
また各通信領域３５２、３５４内においては、通信網１３０に接続された基地局１２０ｄ
、１２０ｅ、１２０ｆ、の群および１２０ｇ、１２０ｈの群がそれぞれ基地局群を形成し
ている。図５の状態において、ＰＨＳ端末１１０は、通信距離が近い基地局１２０ｄと通
信を確立しているので、位置登録も通信領域３５２の基地局群に対して実行されている。
このとき、ＰＨＳ端末１１０は基地局１２０ｇの電波も弱電波ながら受信しているが、現
行の基地局１２０ｄとの電波強度の差が１２ｄＢに至らないので通信対象が基地局１２０
ｇに移行することはない。
【００５５】
　ここで、弱電界故の通信環境の不安定さから、基地局１２０ｄとの通信が複数回連続し
てエラーになると、図６のようにＰＨＳ端末１１０は基地局１２０ｄを消失したとして新
たな基地局をサーチする。そうするとオフセット１２ｄＢに関係なくその時点で通信品質
が一番良い基地局が検出される。このときたまたま基地局１２０ｇの電波を受信してしま
うと、ＰＨＳ端末１１０は基地局１２０ｇと通信を開始する。
【００５６】
　このとき通信を開始した基地局１２０ｇが位置登録済みの基地局群１２０ｄ、１２０ｅ
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、１２０ｆと相異するので、ＰＨＳ端末１１０は位置登録処理に移行するが、本実施形態
では、位置登録を実行する前に、さらに、基地局サーチを全周囲、即ち、図７に示すよう
に、基地局１２０ｄが含まれる通信領域３５２の基地局群（１２０ｄ、１２０ｅ、１２０
ｆ）および基地局１２０ｇが含まれる通信領域３５４の基地局群（１２０ｇ、１２０ｈ）
を含む全ての範囲に対して実行する。
【００５７】
　このとき、再度、基地局１２０ｄの電波を受信すれば、今回の基地局サーチの結果とそ
の前の基地局サーチの結果が相異する（基地局サーチで検出された基地局が属する基地局
群に通信開始処理で検出された基地局が含まれていない）ので位置登録は失敗と判断され
、即座に通信開始処理から再度遂行される。上述したように通信対象として基地局１２０
ｇが検出される可能性は非常に少なく、通信対象および位置登録対象が全て基地局１２０
ｄとなって図５に示したような元の安定した通信環境に復帰する。
【００５８】
　また、図８のように、実際にＰＨＳ端末１１０が移動した場合には、通信開始処理の基
地局サーチにおいて検出された基地局群（１２０ｇ、１２０ｈ）に位置登録処理での再度
の基地局サーチで検出された基地局１２０ｇが含まれるので、基地局１２０ｇが属する基
地局群に新たに位置登録することで、ＰＨＳ端末１１０は適切に着呼を受けることが可能
となる。
【００５９】
　以上説明したような位置登録方法によっても位置登録できない基地局への無駄な要求を
削減し、電力の無駄な消費を抑制すると共に着呼率の向上を図ることが可能となる。かか
る本実施形態の位置登録方法と従来方法とをＰＨＳ端末に適用して弱電界下において着呼
率について実験したところ、図９に示すように６０回の着呼に対して従来方法では５０回
程度に収まったのに対して、本実施形態の位置登録方法では５５回を超える結果を得るこ
とができた。
【００６０】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は
かかる実施形態に限定されないことは言うまでもない。当業者であれば、特許請求の範囲
に記載された範疇内において、各種の変更例または修正例に想到し得ることは明らかであ
り、それらについても当然に本発明の技術的範囲に属するものと了解される。
【００６１】
　なお、本明細書の位置登録方法における各工程は、必ずしもフローチャートとして記載
された順序に沿って時系列に処理する必要はなく、並列的あるいは個別に実行される処理
（例えば、並列処理あるいはオブジェクトによる処理）も含むとしても良い。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　本発明は、無線通信システムに対して自体の位置を登録する位置登録方法および移動局
に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本実施形態における無線通信システムの概略的な構成を示したブロック図である
。
【図２】ＰＨＳ端末のハードウェア構成を示した機能ブロック図である。
【図３】ＰＨＳ端末の外観を示した斜視図である。
【図４】位置登録方法の処理の流れを示したフローチャートである。
【図５】位置登録処理を説明するための説明図である。
【図６】位置登録処理を説明するための説明図である。
【図７】位置登録処理を説明するための説明図である。
【図８】位置登録処理を説明するための説明図である。
【図９】位置登録方法の実施例を示した説明図である。
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【図１０】従来における位置登録方法の処理の流れを示したフローチャートである。
【図１１】従来における位置登録処理を説明するための説明図である。
【図１２】従来における位置登録処理を説明するための説明図である。
【図１３】従来における位置登録処理を説明するための説明図である。
【符号の説明】
【００６４】
１００  …無線通信システム
１１０  …ＰＨＳ端末
１２０  …基地局
１３０  …通信網
２３０  …通信開始部
２３２  …位置登録部

【図１】 【図２】
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